












る私たちが，学科設立当初の理念と理想を思い起こし，学科の “いま” と “これから” を再考することは
無意味ではない。もしかすると，当初の理念と理想を修正する必要があるかもしれない。それとて私たち
に必要な営みである。地域構想学科が何を理念とし目的としているのか，これを見失って学科の教育活動
をおこなってはならないのである。
　以下は，2003年６月に作成された「地域構想学科の骨子およびカリキュラム」と題する文書の１，２，４，
５-1，６の各節の抜粋である。ここでは節の数字は省いてある。
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2003年６月
地域構想学科の骨子およびカリキュラム
　教育目標と現時点で開設する意義
　新学科（地域構想学科）の教育目標を，「地域
住民がみずからの地域生活を良好な環境のもとで
安心して維持し，さらによりよき生活をめざすた
めのプランを立案し，それを実現する活動をコー
ディネートする人材を育成すること」とする。そ
のために必要な知識と技法の教授を，地域構想学
科の教育内容とする。その理由は以下にある。
　21世紀を迎えた今日，席巻するグローバリゼー
ションの荒波，噴出する自然環境問題，深刻化す
る高齢化問題等々といった20世紀システムの諸帰
結により，これまで地域住民の生活を支えてきた
さまざま仕組みはきしみをたて，いやおうなしに
転換が迫られている。では，これから地域におい
ていかなるシステムを構築すべきか。
　いま求められているのは，中央で地方の姿をデ
ザインし，全体をコントロールすることだけでは
ない。地域という「現場」において，グローバル
な視野を持ちつつ当事者たちがみずからのよりよ
き生活を求めて営む種々の活動こそが注目されて
いる。地方自治体職員として，地元企業の一員と
して，そして地域住民という生活者として，地域
の「現場」にかかわる様々な立場から，よりよき
地域住民生活をめざす活動が重視されている。
　こうした認識に立つならば，地元に密着し，東
北という地域を支える人材を送り出す使命をこれ
まではたしてきた東北学院大学には，いま，新た
な「知」の教授が求められているといってよい。
そうした「知」は，次節で記す三つの特徴を有す
るものでなければならない。
　地域構想学科が教授する「知」の特徴
　第一に，地域という「現場」を起点とした眼差
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しを有する「知」である。それは，外から対象を
突き放して観察したり，中央から全体を俯瞰する
といった，「上から下へ」の方向性を有するもの
ではない。地域住民がみずからの生活を確保し向
上させる営みに資する，いわば「下から上へ」と
向けられた眼差しを持つ「知」でなければならな
い。つまりは，地域における生活者の視点に立ち，
その生活を維持・向上させるに必要な「知」，と
いう考え方である。
　ただし，このような「下から上へ」という知の
視線は，「上から下へ」という客観的・分析的眼
差しを経なければならない。生活実践者の経験知
で十分ならば，わざわざ大学教育において教授す
る必要はない。地域の当事者たちが直面する状況
の打開を試みるには，その置かれた状況を客観視，
相対化した上で，種々の諸システムとの相互連関
の文脈を踏まえてその営みがなされなければ成功
はおぼつかない。ここにこそ，大学において，「上
から下へ」という視線によって獲得された学問の
成果を教授する意義がある。
　第二に，自然環境と社会関係の双方に配慮しう
る「知」である。いうまでもなく，人と自然とが
いかなる関係にあるかは，人と人とが取り結ぶ社
会関係に規定され，同時に，人と人との社会関係
は，人と自然との関係の如何に左右される。この
ことは，現下の地域が直面する問題状況にも妥当
する。例えば，過疎・過密，地域活性化，居住環
境改善等といった社会領域における諸問題に取り
組むさい，自然環境への視点は是非とも必要とさ
れる。他方，地域における環境問題の解決をはか
るには，この問題が人間の活動によって引き起こ
された以上，なによりも人を動かすことが不可欠
であり，社会関係に関する知識が求められる。こ
のようにして人文社会領域と自然科学領域の両方
に目配りをおこなう「知」が必要である。
　第三に，総合的な「知」である。この「総合」
には二つの意味が込められている。一つは，地域
の課題に対するローカルな取り組みはつねにグ
ローバルな視野を背景になされなければならな
い，という意味である。いわばローカルな知とグ
ローバルな知との総合である。もう一つは，地域
を構成する諸要因を総合的に配慮するという意味
である。研究者が地域におけるある現象を説明す
ることを目的にフィールドに足を踏み入れたな
ら，その現象を理解にするにはいわば「何でもか
んでも知っていなければならない」ということに
気づかされる。当該地域のコミュニティ，行政，
地域の労働市場，地域の文化，自然環境等々さま
ざまな要因およびそれらの相互連関を視野に収め
なければならない。こうした地域研究者の経験は，
そっくりそのまま，地域において「よりよき生活」
の実現を企図する実践者にも妥当する。すなわち，
よりよき地域生活をめざし生活課題の解決を図る
者は，当該の課題に直接関係がないようにみえて
も種々の要因およびそれらの相互連関を考慮しな
ければ，その現実化はおぼつかないのである。
　学科名称
　新学科の名称は，「地域科学科」ではなく，「地
域構想学科」とする。その理由は以下の４点であ
る。（第一，第二および第四の理由は省略：佐久間）
　第三に，地域における諸現象について観察し分
析するにとどまらず，地域における人々のよりよ
き生活をめざす諸活動を組織化する人材を育てる
という新学科の理念を言い表す名称だからであ
る。いわばこの実践的，運動論的意味合いを含ま
せるには，「地域科学」よりは「地域構想」の名
称が適当と考えられる。
　「構想」という語には積極的な意味が込められ
ている。地域において良好な環境を維持・確保し，
よりよき地域生活の実現を企図し活動をおこなう
「主体」となりうるのは，大学の研究機関やコン
サルタント会社等といった当該地域にとっての外
部者ではない。それは，結局のところ，その地域
にかかわる当事者たちでなければならない。地域
住民が，自治体の職員が，地元企業の社員が，み
ずからの関与する地域において問題を抱えた現状
のオルターナティブを構想し，よりよき地域のあ
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り方を具体化するべく実践する。新学科所属学生
が将来，そうした「主体」たりうるために必要な
知識・技法を教授することに，教育研究活動の主
眼がある。「地域構想学科」という名称には，い
わば「住民主体」とでも表現しうる意味合いが込
められている。
　地域構想学科における科目構成：全体構成
　では，地域において良好な環境を確保し，住民
生活の維持・向上をはかるには，いかなる「知」
が求められるか。そうした「知」を提供するべく，
地域構想学科では下図に示す①～④の領域を区分
し，それらを学科の四つの柱として授業を実施す
る。
 
　よりよき地域生活を実現するには，その地域に
おいて生活を営むうえでより充実した資源の獲得
が必要とされる。ここでいう資源とは，有形の物
財および無形の情報・サービスの双方を含む。地
域における生活単位（個人・家族）がこの資源獲
得という課題をどのようにして解決しているかに
関して，大きく二つの区分を設けることができる。
　第一は，人と自然との関係に着目し，自然環境
から獲得される諸資源にかかわる領域である。地
域構想学科では，それを「人と自然のかかわり」
領域と称する（④）。自然科学に属する学問から
提供される科目がそれを扱う。
　第二は，人と人との関係に視線をすえ，もっぱ
ら資源獲得における社会関係のいかんを注視する
領域である。それを「人と人とのかかわり」と称
し，さらに資源獲得の社会的空間形態に即した「地
域社会を支えるもの」領域（②）と，時間的視点
を加え定住の前提たる心身の健康維持の問題に関
わる「生涯にわたる健やかな生活」領域（③）に
区分する。これら二つに関しては，社会諸科学に
分類される学問が授業を実施する。
　地域構想学科の最後の柱となるのが，以上②～
④の三つの柱を相互に関連づけるとともに，三つ
の柱の土台となる「基礎論」領域（①）である。
この「基礎論」領域において提供される授業によ
り，地域構想学科の「知」全体の構図が描き出され，
各柱に属する授業が関連づけられるともに，各授
業で描出される地域の現状があくまで歴史的社会
的に構成されたものに過ぎないことが明らかにさ
れる。つまりはその可変性を指摘し，さらには人
類史の視点を加えて相対化した上で，「どこから
どこへ」という方向性を加味し，現状のオルター
ナティブ構想に資することをめざす。この「基盤
論」領域では，哲学，地誌学，文化人類学等といっ
た諸学問から授業がおこなわれる。
（以下，各領域に関する説明がなされるが，省略）
　地域構想学科における教育方針の特色
　先述したように，新学科において教授すべき
「知」は，次の三つの特徴を有する。すなわち，
地域という「現場」を起点とした眼差しを有する
「知」，自然環境と社会関係の双方に配慮しうる
「知」，地域における種々の諸要因の相互連関を
考慮しうる総合的な「知」である。よりよき地域
生活の実現をめざす実践活動の「コーディネー
ター」および「プランナー」の育成を目標とする
新学科では，なによりも所属学生自身にこうした
「知」の必要性を認識させなければならない。
　そのために新学科では，まず第一に，現実の地
域という「現場」を重視する。すなわち，東北を
中心として，学外のフィールドという「現場」に
出かける「実習」や「演習」等の授業を通して，
あるいは「現場」でよりよき地域生活の実現に
悪戦苦闘している実践者を招いての講義により
等々，さまざまな工夫を凝らすことにより，「現
場」からの眼差しの必要性と，現実の特定事象は
異なるさまざまな諸要因が連関して生起してい
る，という認識を所属学生に獲得させる。学内で
㽳䇸࿾ၞ␠ળ䉕ᡰ䈋䉎䉅䈱䇹㗔ၞ
㽴䇸↢ᶦ䈮䉒䈢䉎ஜ䉇䈎䈭↢ᵴ䇹㗔ၞ
䇭䇸ੱ䈫ੱ䈫䈱䈎䈎䉒䉍䇹
㽲㩷䇸ၮ␆⺰䇹㗔ၞ
㽵䇸ੱ䈫⥄ὼ䈫䈱䈎䈎䉒䉍䇹㗔ၞ

4―　　―
おこなわれる教師の講義や本による知識のみなら
ず，まさに学生自身の身体を介した五感を通して
得られる知識・認識を重視する。
　またこのことにより，「よりよき生活」を実現
するための「知」とは，普遍的であるにとどまら
ず地域に即したローカルな「知」でもなければな
らないことが所属学生に納得される。どの地域に
もあてはまるものは，どの地域のものでもない。
普遍的妥当性の指摘にとどまってはならない。東
北という地域を支える人材の育成を使命とする東
北学院大学においては，東北という地域の実情に
即した「知」の教授も求められている。地域構想
学科は，東北をフィールドとした教育研究活動を
おこなうことにより，この使命遂行の一端を担う。
　教育方針の特色の第二は，新学科は，学生自身
が自然環境と社会関係の双方に配慮しうる「知」
へと向かわせうる教育プログラムを用意するとい
う点である。例えば，初学年次に「地域構想学入
門Ａ・Ｂ」および「地域構想学基礎実習」を必修
科目として設け，学内での講義および学外での実
習を通じて，所属学生全員に新学科がカバーする
自然科学領域と社会科学領域双方の基礎的な知識
と技法を教授する。
